
Ⅰ．はじめに

　本研究ノートでは、日本の沿岸域の生態系サービス経

済価値評価に関する過去の研究を便益移転法適用の観点

からデータベース化するとともに、同観点から整理した

経済価値評価研究の成果発表の指針を報告する。加えて、

試みとして、データベースを用いて日本全体と瀬戸内海

沿岸の干潟がもたらす生態系サービスの価値を便益移転

法により評価する。

　沿岸域は世界的に見ても、最も生産的な地理条件を備

えており、最も重要な地域と位置付けられる（European 

Commission, n.a.）。日本においても海洋基本法において

「沿岸の海域の資源、自然環境等がもたらす恵沢を将来

にわたり享受できるよう（海洋基本法第二十五条）」総

合的管理が求められている重要な地域である。

　沿岸域の開発は、往々にして沿岸域生態系の維持とト

レードオフの関係にあり、社会厚生の観点から両者のバ

ランスを図ることが求められる。沿岸域の開発がもたら

す社会厚生は市場価値を用いて金銭的に把握することが

できるが、生態系の社会厚生への貢献は市場で取引され

ていない財・サービス（生態系サービス）が存在する。

そのため、開発と生態系のバランスを考える上では、生

態系サービスの価値（非市場価値）を推計し、開発の価

値と比較することが重要であろう。そこで、新古典派

経済学を中心として、生態系サービスの価値を推計す

る手法が開発・適用されてきた（例えば Freeman et al., 

2003）。

　一方、信頼度の高い生態系サービスの経済評価を行う

ためには多額の調査予算と長い時間、高い専門性が必要
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となる。このため、予算・時間等の制約で独自の経済価

値評価が困難な政策・研究プロジェクトにおいて、既存

の研究成果を転用する便益移転法の開発・適用もなされ

てきた。例えば、国土交通省（2004）では、外部経済評

価を行う際はまず便益移転法の適用可能性を検討し、そ

れが不可能な場合に独自の調査を行うべきであるという

方針を示している。学術的にも多くの研究が行われてお

り、Costanza らは便益移転法を用いて、全世界の生態系

サービスの価値評価を試みている（Costanza et al., 1997, 

2014, De Groot et al., 2012）。わが国の沿岸域の生態系サー

ビスの価値推計にも、便益移転法の活用が有望であり、

先行研究の成果を応用できる可能性も考えられる。

　しかしながら、Costanza（2014）が便益移転法に用い

た既存研究のデータベース ESVD（Ecosystem Services 

Valuation Database）1 には、日本の既存研究は 2 件（全

1,310 件のうち）にとどまっている。便益移転法はメタ

回帰モデルを用いて、日本の適用対象の特性を反映させ

たうえで、移転することは可能であるが、受益者の選好

等の正確な反映には限界がある。

　そこで本研究では、日本の沿岸域の生態系サービスを、

仮想市場法（contingent valuation method）および旅行

費用法（travel cost method）によって評価した既存研

究を収集・整理し、データベースを構築するとともに、

整理に際して明らかとなった研究成果の報告のあり方に

ついて、便益移転に用いる情報という観点からガイドラ

インとして整理を行う。

Ⅱ．調査手法

　沿岸域を対象として生態系サービスの経済評価を行っ

た既存研究は、以下の方法で収集した。

①電子データベース

　科学技術振興機構の提供する電子ジャーナルプラット

フォーム“J-STAGE2”を利用して文献を収集した。「支

払意思額　海」等の語句や著者の氏名を検索ワードとし

た。国立情報学研究所の Cinii3、農林水産研究情報総合

センターの AGROLib4 も利用したが、新たな文献は得

られなかった。

②収集文献の参考文献欄

　収集した文献の引用・参考文献欄に先行研究が記録さ

れていた場合、必要と思われる文献を記録して収集した。

③関連のありそうな論文集の目次の確認

　関連のありそうな論文集のうち電子データベース化さ

れていないもので、目次を目視確認可能なものは第 1 号

から最新号までの目次を確認した。対象としたのは次の

通り：沿岸域学会誌、環境経済・政策研究、海と生物、

海洋政策研究、環境情報科学、環境情報科学論文集

④その他

　その他、研究者に紹介されたもの等は確認し、必要に

応じて情報を収集した。

Ⅲ．データベースの枠組み

　データベースの枠組みは、Rosenberger and Loomis

（2003）を基本とし、生態系や生態系サービスの分類は

TEEB（The Economics of Ecosystem and Biodiversity）

の枠組み（Van der Ploeg et al.,（2010））に準拠した。

　Rosenbergar and Loomis（2003）は Champ et al.,（ed.） 

（2003）の附録であり、コードブックとデータベースが

オンラインで公開されている5。このデータベースの対

象は釣りや狩り、キャンプなどレクリエーションに関す

る生態系サービスであり、本研究に応用するためには

様々な生態系サービスを扱うことができるよう改善する

必要がある。

　そこで生態系や生態系サービスの枠組みは ESVD と

共通の枠組み（Van der Ploeg et al.,（2010））に準拠す

ることとした。

　その他適宜変数を加え、データベースの枠組みとした。

Ⅳ．調査結果

　ここでは構築したデータベースについて、文献の種類、

評価対象、評価額の観点から整理を行う。

Ⅳ．1．文献の種類

　文献の形式、査読の有無、出版者、発表年、評価手法

について述べる。
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Ⅳ．1．1．文献の形式

種類 本数 ％

ジャーナル論文 10 22.7

書籍の一部 2 4.5

論文集・紀要論文 24 54.5

報告書 6 13.6

学位論文 2 4.5

（計） 44 100

　論文集・紀要論文が半数以上を占め、ジャーナル論文

が 3 割弱、報告書が 1 割強である。これは日本土木学会

が発行する学術雑誌に論文集に分類されるものが多いた

めである。なおここでは、査読付きであっても書誌名が

「○○論文集」「Proceedings of …」等であるものは論文

集・紀要論文に、「○○学会誌」「Journal of …」である

ものをジャーナル論文に分類している。

Ⅳ．1．2．査読の有無

査読 本数 ％

あり 27 61.4

なし・不明 17 38.6

（計） 44 100

　査読付きが 6 割強，査読なしが 4 割弱である。

Ⅳ．1．3．出版者

出版者 本数 ％

日本土木学会 22 50

日本沿岸域学会 3 6.8

その他 19 43.2

（計） 44 100

　日本土木学会が出版者であるものが半数を占める。こ

の中には、「海岸工学論文集」、「海洋開発論文集」、「環

境システム研究」、「土木計画学会研究・論文集」などが

含まれる。その他は日本沿岸域学会の 3 本が最高で、特

に傾向はみられない。わが国の沿岸域生態系の生態系

サービス評価の多くが土木関係者によって行われてきた

ことが伺われる。

Ⅳ．1．4．文献発表年

発表年 本数 ％

1990 － 94 3 6.8

1995 － 99 14 31.8

2000 － 04 15 34.1

2005 － 09 7 15.9

2010 － 14 5 11.4

（計） 44 100

　2004 年以前に発表された文献が 7 割強を占め、2005

年から 14 年までのものは 3 割弱に過ぎない。この一因

には、国土交通省（2004）において既存の原単位や近似

した事例があれば、便益移転法を推奨する指針が示され、

土木関係者による独自評価があまり行われなくなったこ

とにあると考えられる。

Ⅳ．1．5．評価手法

評価手法 本数 ％

CVM のみ 32 72.7

TCM のみ 6 13.6

CVM、TCM とも 6 13.6

（計） 44 100

　7 割が CVM で、1 割強が TCM、残りが 1 つの文献内

で両方を実施している。

Ⅳ．2．評価対象

　各評価例の評価対象である生態系の分類、生態系サー

ビスの分類、海域について述べる。

Ⅳ．2．1．生態系の分類

生態系 評価数 ％ 文献本数

海洋 2 1.1 1

藻場・浅場 8 4.4 3

沿海 9 5 6

海岸 94 52.2 14

沿岸域（一般） 6 3.3 3

サンゴ礁 3 1.7 2

干潟 57 31.7 17

干潟・浅場 1 0.6 1

（計） 180 100 －
注：1 本の文献で複数の生態系を評価している場合があるため

文献本数の計は 44 にならない。

　海岸が過半数であり、干潟が 3 割弱で 2 番目に多い。

その他はどれも 1 割未満である。
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　大分類では文化的サービスに関するものが半数であ

り、このほとんどが釣りやレクリエーションによるもの

である。複数サービスが 3 割弱で 2 番目に多い。この複

数サービスとは複数の大分類にまたがった生態系サービ

スを評価していることを指し、複数の生態系サービスを

同時にとらえて評価する研究が少なくないことがわか

る。ちなみに ESVD で評価対象の生態系サービスが複

数サービスなのは 1,310 個中 11 個のみである。希少動

物の保全を含む生息・生息地サービスが 2 割弱、災害防

止や水質浄化を含む調整サービスが 1 割弱である。供給

サービスを評価したものは 1 つもなかった。供給サービ

スには食料や木材等の供給が含まれるが、この供給サー

ビスの評価例が全くなかったのは、CVM や TCM は非

市場財の評価に適した評価方法であり、供給サービスの

評価にはそもそも用いられることが少ないためであると

考えられる6。

Ⅳ．2．3．海域

海域 文献数 ％

全国 4 9.1

太平洋 13 29.5

日本海 10 22.7

瀬戸内海 10 22.7

有明海 4 9.1

東シナ海 2 4.5

小笠原列島 1 2.3

（計） 44 100

　太平洋・日本海・瀬戸内海を対象とするものが約 10

ずつで、全国や有明海を対象とするものが 4 ずつあった。

評価数で見ると、沿岸域の生態系サービス経済評価は全

国でまんべんなく行われているといえる。

Ⅳ．3．評価額の概要

　各評価額の形態と評価額について述べる。

Ⅳ．2．2．生態系サービスの分類

生態系サービス
（大分類）

生態系サービス
（小分類）

評価数 ％

供給サービス 供給サービス 0 0

調整サービス

気候調整－炭素固定 1 0.6

局所災害緩和－暴風雨緩和 2 1.1

局所災害の緩和－一般 2 1.1

廃棄物処理・水質浄化－水質浄化 1 0.6

侵食防止－侵食防止 2 1.1

（小計） （8） （4.4）

生息・生育地
サービス

生息・生育環境提供 10 5.6

遺伝子プール保全－生物多様性保全 1 0.6

基盤サービス（一般） 22 12.2

（小計） （33） （18.3）

文化的サービス

美観的情報－望ましい景観形成 4 2.2

レク・観光－レクリエーション（潮干狩り含まない） 48 26.7

レク・観光－エコツーリズム 6 3.3

レク・観光－狩り・釣り（潮干狩り含む） 24 13.3

文化的サービス（一般） 7 3.9

（小計） （89） （49.4）

複数サービス
複数サービス 50 27.8

（小計） （50） （27.8）

（総計） （総計） 180 100
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　評価額の形態は多岐に渡っており、便益移転を行う上

で原単位となる ha あたりの年間価値が文献上の数値の

みから算出可能なものは 1 割に過ぎず、他の 9 割は何ら

かの処理が必要である。この点については、考察で検討

する。

Ⅳ．3．1．評価額の形態

評価額の形態 評価数 ％

ha あたりの年間価値 18 10

海岸長あたりの年間価値 16 8.9

ha あたりの一回支払いによる価値 7 3.9

海岸長あたりの一回支払いによる価値 3 1.7

調査対象地あたりの年間価値（CVM） 41 22.8

調査対象地あたりの年間価値（TCM） 24 13.3

調査対象地あたりの一回支払いによる価値（CVM） 9 5

年間単位 WTP 52 28.9

一回支払いによる単位 WTP 7 3.9

その他 3 1.7

（計） 180 100

Ⅳ．3．2．単位面積（長さ）あたりの価値

表１：単位面積（長さ）あたりの価値

生態系区分 単位 評価数 最小値 最大値 平均値

藻場
円 /ha/ 年 4 209,644 7,307,307 2,719,111 

円 /ha（一回支払い） 3 55,176,268,081 142,672,444,000 111,810,208,431 

海岸

円 /ha/ 年 2 285,869 5,853,859 3,069,864 

円 /ha（一回支払い） 3 16,095,342,334 494,174,638,380 181,197,367,406 

円 /km/ 年 16 278,571 1,428,571,429 183,690,880 

円 /km（一回支払い） 3 32,850,003,214 112,534,730,312 75,023,153,541 

沿岸域（一般） 円 /ha/ 年 1 133,221 133,221 133,221 

干潟 円 /ha/ 年 11 88,605 422,860,918 50,603,440 

藻場・干潟 円 /ha/ 年 1 47,666,336 47,666,336 47,666,336 

10,000

100,000

1,000,000

10,000,000

100,000,000

1,000,000,000

10,000,000,000

100,000,000,000

1,000,000,000,000
（円/ha）

最小値

平均値

最大値

図１：単位面積（長さ）あたりの価値

国内沿岸域の生態系サービス経済評価研究のデータベース構築と評価研究への指針（上原・峰尾）

－ 61 －



　ha あたり年間価値の範囲を見ると、藻場と海岸は約

20 万円から約 700 万円で近い範囲の値を、干潟はそれ

らより幅広い範囲をとった。ha あたり年間価値の平均

値が最も高いのは干潟である。ha あたりの一回支払い

による価値は、年間価値よりも明らかに高い。

Ⅳ．3．3．単位WTP

表２：生態系別・支払単位別の単位WTP

生態系区分 単位 評価数 最小値 最大値 平均値 標本標準偏差

藻場 円 / 世帯（一回支払い） 2 4,142 4,896 4,519 377 

沿海

円 / 世帯 / 年 3 3,352 20,844 13,249 7,324 

円 / 世帯（一回支払い） 2 8,119 9,262 8,690 571 

円 / 人 / 年 4 3,551 7,050 5,224 1,274 

海岸

円 / 世帯 / 年 19 291 5,551 1,893 1,285 

円 / 世帯（一回支払い） 4 4,012 8,744 6,264 1,833 

円 / 人 / 年 5 613 2,515 1,299 728 

円 / 人 6 97 1,462 649 580 

沿岸域（一般）
円 / 世帯 / 年 2 2,116 4,425 3,270 1,155 

円 / 訪問 3 267 648 479 159 

サンゴ礁 円 / 人 / 年 2 2,247 8,104 5,176 2,929 

干潟

円 / 世帯 / 年 39 580 13,605 3,786 2,640 

円 / 世帯 6 3,941 13,479 8,493 3,967 

円 / 人 2 386 897 641 256 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
（円）

最小値

平均値

最大値

　単位 WTP7 は、世帯当たりの年間価値の平均値が最も

大きいのは沿海であるが、標準偏差が大きいことに注意

が必要である。海岸や干潟では、単位 WTP は数百円か

ら 1 万円以上とかなり大きな幅をとる。海岸と干潟では

一回支払いによる価値のほうが年間価値より平均値が大

きいが、沿海では逆に年間価値の平均値のほうが大きい。

Ⅴ．結果の分析

　ここでは、本研究で得られた評価額と既存研究との比

較を行う。比較は、実際に日本全体と瀬戸内海の干潟へ

の便益移転法による評価も行う。

図２：生態系別・支払単位別の単位WTP
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Ⅴ．1．干潟の ha あたり年間価値の比較

　ここでは例として、地球レベルの生態系サービスの経

済評価の試みの先駆けである Costanza et al.,（1997）と、

ESVD に基づく論文である De Groot et al.,（2012）およ

び国内研究の代表例として環境省（2014）と本研究の収

集結果とを比較する。

　Costanza et al.,（1997）、De Groot et al.,（2012）とも

干潟とマングローブを coastal wetland として一括して

評価している上に、上限・下限の集計方法が本研究とは

異なる8 ために厳密にいえば一律に比較できる性質のも

のではないが、ここでは単純に比較している。

　比較は以下の手順で行った。

① Costanza et al.,（1997）の値を De Groot et al.,（2012）

と同じ 2007 年 US ドルに調整した。

②日本銀行の統計 9 を参考に 1 ドル＝ 120 円（2007 年）

として日本円に変換した。ここでは 2005 年と 2013 年

の間の国内の物価変動は無視することとした。

表３：本研究と先行研究の干潟評価額の比較 1

　 下限値 上限値 平均値

本研究 88,605 422,860,918 50,603,440 

Costanza1997 1,309,234 2,561,666 1,654,344 

De Groot2012 36,000 106,539,360 23,261,400 

環境省 2014 － － 108,205,478 
（単位 : 円 /ha/ 年）

出典：Costanza et al.,（1997）supplementary information10, De Groot et al., （2012）、
環境省（2014）をもとに筆者作成
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1,000,000,000
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平均

最小値

（円/ha/年）

出典：表 3 と同じ

図３：本研究と先行研究の干潟評価額の比較

　本研究で収集した干潟生態系サービスの ha あたり年

間価値は、海外の先行研究より高く、環境省（2014）よ

り低い。平均値では De Groot et al.,（2012）の約 2 倍、

環境省（2014）の半分程度である。

　これらの結果をもとに、瀬戸内海の干潟への便益移転

を行う。干潟は藻場と同様に、沿岸域の生物多様性と生

産性を維持するための重要な生態系ランドスケープで

ある。しかしながら、その面積は日本全国では 1945 年

から 1996 年の間に 60％（82,621ha から 49,380ha）に減

少し、世界的に見ても有数の閉鎖性海域である瀬戸内

海では 1898 年から 2006 年の間に 47％（25,190ha から

11,943ha）に減少している。このため、その維持・回復

への取り組みが要請、検討、実施されているところであ

る（例えば、水産庁藻場・干潟ビジョン検討会（2015）、

国内沿岸域の生態系サービス経済評価研究のデータベース構築と評価研究への指針（上原・峰尾）
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表４：便益移転による瀬戸内海の干潟の価値の推計

適用範囲
干潟面積

ha
原単位

円 /ha/ 年
フローの価値

億円 / 年
ストックの現在価値
億円（割引率 5％）

日本全国 49,380

本研究 50,603,440 24,988 499,760

Costanza1997 1,654,344 817 16,338

DeGroot2012 23,261,400 11,486 229,730

環境省 2014 108,205,478 53,432 1,068,637

瀬戸内海 11,943

本研究 50,603,440 6,044 120,871

Costanza1997 1,654,344 198 3,952

DeGroot2012 23,261,400 2,778 55,562

環境省 2014 108,205,478 12,923 258,460
出典：Costanza et al., (1997) supplementary information、 De Groot et al., (2012) 、 環境庁（1998）、環境省（2006、2014）をもとに筆者作成

ストックの価値は、干潟の生態系サービスが今後も変わらず供給されると仮定したものである。干潟面積は入手可能な最新のものを用い、日
本全国は 1996 年のもの、瀬戸内海は 2006 年のものである。

Ⅴ．2．単位WTPの比較

表５：本研究と先行研究の干潟評価額の比較 2

円 / 世帯 / 年 円 / 人 / 年

評価数 中央値 平均値 評価数 中央値 平均値

本研究 43 3,720 4,560 4 738 861

環境省 － 2,916 4,431 － － －
出典：環境省（2014）をもとに筆者作成

瀬戸内海環境保全知事 ･ 市長会議（2007）、中央環境審

議会（2012））。

　表 3 の平均値を用いて、日本全国、そして瀬戸内海の

干潟の経済的価値を便益移転法により推計したものが表

4 である。

　単位 WTP の比較では、環境省（2014）よりやや高め

の値である。干潟の生態系サービスの経済評価では、平

均値で 4000-5000 円 / 世帯 / 年が単位 WTP の一つの目

安となるのかもしれない。また、今後の便益移転を考え

るうえで、人口減少に直面している日本において、世帯

数の考慮はその重要性が高まると考えられる。推計によ

れば、日本全国の世帯数は 2015 年から 2035 年の 20 年

間の間に 6％（52,904 世帯から 49,555 世帯）減少すると

予測されている（国立社会保障・人口問題研究所（2013）。

生態系サービスの価値は受益者の便益を現すものであ

り、各世帯の WTP が変化せず、また生態系サービスの

量も変化しない（ceteris paribus）と仮定した場合、その

受益者が増加すれば高まり、減少すれば低くなる。

Ⅵ．考察

　ここでは、便益移転法の適用に向けた課題を検討する。

第一に、CVM による評価における支払単位が不統一で

あることである。Navrud et al.,（2007）も指摘しており、

表 2（Ⅳ．3．3）からも読み取れるように、CVM の際に

は世帯あたり・人あたり・訪問あたり、永久の年間支払

い・一定期間の年間支払い（本研究では両者を年間支払

いとして一括）・一回限りの支払いのように様々な支払

単位が用いられる。原単位法・メタ回帰分析法の両方に

おいて、これらの不統一の支払単位をどう取り扱うかを

検討する必要がある。

　第二に、原単位法（unit value transfer）を適用する

場合に各評価額をどう理解するかということである。表

1（Ⅳ．3．2）や表 2（Ⅳ．3．3）に示したように、単位面

積あたりの価値や単位 WTP の最大値と最小値の間に
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は数十倍～数千倍もの開きがある。この評価額の中に

は、例えば開発計画が目前に迫った時期の藤前干潟（鷲

田ら 1997）や、干拓問題が社会問題化した時期の有明

海（Ahmed ら 2002）など、社会的関心が極めて高い時

期・対象に行われたものもあれば、平常時に社会的関心

のさほど高くない人工なぎさを対象として行われたも

の（柴ら 2003）も含まれている。Costanza et al.,（1997）

や De Groot et al.,（2012）のように上限・下限・平均値

を機械的に算出し、それを全国に適用するような方法は

適当でない可能性が高い。ただし、事前にスクリーニン

グを行い特殊な評価例を除外することで普遍性の高い評

価額の目安を算出することは可能であろうし、様々な社

会経済的・地理的背景で行われた研究例があるというこ

とは、普遍性の高いものから特殊性の高いものまで様々

な原単位が得られたと考えることもできる。いずれにせ

よ、各評価額の理解には大きな注意を払っておく必要が

あろう。

　第三に、メタ回帰分析法（meta-regression analysis）

を適用する場合に必要な単位面積あたりの価値が文献上

の情報からだけでは得られない例が多いことである。メ

タ回帰分析法は、各評価例にかかる変数と評価額を統計

的に処理することにより複数の評価例から 1 つの関数を

導く方法で、この方法で得られた評価額は、一般に原単

位移転より当てはまりが良いとされる（Rosenberger et 

al., 2003）。メタ回帰分析法で CVM と TCM による評価

額を一括して取り扱うためには、単位面積あたりの年間

価値が共通の指標として用いられる。しかしⅣ．3．2 で

示したように、単位面積あたりの年間価値が文献上の情

報から明らかなのは評価例全体の 1 割に過ぎない。より

多くの評価例をもとにメタ回帰分析法を実施するために

は、評価対象地の面積を別の情報源から明らかにするこ

とに加えて、一回支払いによる価値の年間価値への変換

の方法と受益者（beneficiaries）の設定という経済学の

理論的な面から注意深い検討の必要な処理について検討

する必要がある。

　第四に、時間の取り扱いである。生態系サービスの価

値は、その認識の高まりにより、便益移転法の適用範囲

は地理的だけではなく、時間的な広がりが見られると考

えられる。これまでも、便益移転にあたっては、物価調

整や割引率の適用等が行われているが、そうした対応は、

社会生態状況の変化、つまり生態系サービスの供給と需

要のダイナミクスを捉えるには十分ではない。Skourtos 

et al.（2010）が指摘したように、WTP のダイナミクス

に関する研究は極めて限定的である。今後の、生態系サー

ビスの経済評価の指針を提供するためにも、こうしたダ

イナミクスの解明（例えば、ダイナミクスの規定要因の

特定）を行うことが求められている。

Ⅶ．おわりに

　生態系サービスの経済評価において、便益移転法は独

自調査に必要な多額の費用や時間を節約できるのに加

え、政策担当者の専門性の不足を補うこともでき、政策

的に応用しやすく信頼性や効率性の高い環境評価の手法

として期待されている（竹内 1995、吉田 2004）。メタ回

帰分析法の生態系サービスの経済評価に対する応用につ

いては、国際的に数多くの業績が発表されており、学術

的に高い注目を浴びている手法の一つである一方で、日

本国内での研究例はほとんどない。こうした現状におい

て、筆者らが試みている沿岸域生態系の生態系サービス

経済評価のデータベース構築とそれに基づく便益移転法

（原単位法）の実施は政策的・学術的に大きな意義を持

つと考える。今回整理した情報をもとに、より詳細な分

析と便益移転法に向けた課題の解決を進めていきたい。
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注
1 http://www.fsd.nl/esp/80763/5/0/50
2 https://www.jstage.jst.go.jp/browse/-char/ja/
3 http://ci.nii.ac.jp/
4 http://www.agropedia.affrc.go.jp/agriknowledge/agrolib
5 http://www.fs.fed.us/nonmarketprimerdata/benefit_transfer.
html，2015/11/17 最終閲覧

6 ESVD でも、供給サービスについて CVM を適用した例は 5
のみであり、TCM を適用した例は 1 つもない。

7 ここでは，コンジョイント分析による評価額（円 /％）の値
は取り扱っていない。

8 本研究では評価対象の生態系サービスにかかわらず各評価額
のうち最大値を上限値，最小値を下限値としているのに対し、
Costanza et al., (1997) および De Groot et al.,（2012）では各
生態系サービスの評価額の最大値ないし最小値の総和をそれ
ぞれ上限値，下限値としている。詳細は各論文を参照のこと。

9 https://www.stat-search.boj.or.jp/ssi/mtshtml/m.html
10 Duke 大学の Will Wilson 准教授のホームページ（http://

sites.biology.duke.edu/wilson/EcoSysServices/index.shtml）
よりダウンロードした。
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